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２　指標等の推移

※【評価】　○；目標達成　△；目標をほぼ達成（－5％）　×；目標を未達成
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施策マネジメントシート（28年度目標達成度評価）
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背景として考えられること評価

○

国、熊本県及び合志市が行った人権啓発・教育に
おけるイベントの実施、資料の配布、広報の掲載等
により人権を大切にする意識の向上があったと推測
される。



３　施策の特性・状況変化・住民意見等
【１】施策の方針

過去1 年間で人権侵害を受けたと思っている人の割合について、成り行き値は、平成26 年度の実績を踏まえ
て、平成31 年度で14.6％と設定しました。
前期総合計画に引き続き、講演会、研修、学習会等による人権啓発活動の推進、「人権教育推進協議会」各
部会による啓発の推進、人権相談体制の充実により、人権問題への理解が深まると考え、目標値を平成31 年
度で13.4％と設定しました。

C

D

施策マネジメントシート（28年度目標達成度評価）

人権に関する理解と人権感覚を育てる取り組みにより、自分の人権を守り、他者の人権を守るという意識を養うとと
もに、生きる力としての人権感覚をもつ人を育み、人権が尊重され、あらゆる差別のないまちづくりの推進を図るた
め、次の方針を設定します。
・市人権教育・啓発基本計画に基づき、人権を尊重する意識を高揚し、人権問題（同和問題、ハンセン病問題、子
ども、女性、高齢者、障がい者、外国人、ＳＮＳ、ＬＧＢＴ性的少数者の問題、その他様々な人権問題）の解消を引
き続き図ります。
・すべての市民が人権問題を自らの問題として認識し、解決に向けて行動します。

人権が尊重される社会づくりシート２
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【３】成果指標の目標設定とその根拠(上段)・成果指標の測定企画(下段)

【２】協働によるまちづくりの具体策（市民と行政の役割分担）
ア）住民（事業所、地域、団体）の役割
・市民は、人権について理解を深め、人権を尊重し、近隣住民とのコミュニケーションを図ります。
・事業所は、一人ひとりの人権を尊重し、人権について正しい理解と認識を深めるための学習機会を設けます。
・事業所は、相談窓口等の人権を尊重するための仕組みを充実します。
・地域・団体は、人権意識を高めるために、継続的な人権学習に取り組みます。
・事業所、地域、団体は、女性の役職登用を進めます。
・事業所は、男女が共に働きやすい職場づくりに努めます。
・市民、地域、団体は、男だから、女だからという旧来からの固定的な意識や考えを見直します。

イ）行政の役割（市がやるべきこと）
・市は、市民への人権教育啓発を関係機関と連携して進めます。
・市は、社会、学校教育での人権学習、交流機会を提供します。
・市は、関係機関と連携して人権相談の充実を図ります。
・市は、人権学習を行う地域・団体への活動を支援します。
・市は、児童相談所、警察、民生委員、学校その他関係機関との連携による虐待防止対策にさらに取り組みます。



【４】施策の現状と今後の状況変化

【５】この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

４　施策の評価
【１】　施策の振り返り（施策の方針、経営方針の達成度等）

・平成26 年度に人権教育・啓発基本計画の見直しを行いました。今後、計画に基づく講演会、研修会や学習会等を通して、人権問題
に対する認識が深まっていくと考えられます。
・ハンセン病問題基本法が平成20 年6 月に成立しました。
・平成20 年11 月に実施された「ハンセン病市民意識調査結果」では、菊池恵楓園の認識度が低いと報告されています。
・平成21 年10 月、菊池恵楓園将来構想検討委員会で将来構想を策定しました。
・他地域からの転入により人口が増える中で、平成25 年度に実施した「人権意識に関する市民アンケート調査」から人権に関する意識
も多様になってきていることが伺えます。
・インターネットの普及に伴い、ネット上での誹謗中傷などの人権侵害が増えていますが、今後も増加すると考えられます。

・市民から、同和問題に関して、差別解消に向かってはいるが、土地差別調査問題が発生するなど、まだまだ差別意識が残っていると
いう声がある。
・市民から、ハンセン病問題についての啓発活動を更に推進して、より多くの市民がハンセン病問題についての正しい認識を持ってほ
しいという意見がある。
・議会では、人権啓発運動団体活動補助金についての一般質問があった。
（平成28年度（平成27年度振り返り）の施策評価における議会意見）
・人権意識を高める啓発として、パワハラ、セクハラ、男女同権について「気づきに役立つ」学ぶ場の提供を図ること。
・ハンセン病問題の啓発強化として、一昨年作成したＤＶＤの更なる利用を図ること。
（平成28年度（平成27年度振り返り）の施策評価における総合政策審議会意見）
・引き続き、家庭教育・地域教育の更なる充実を図るため、年少期から学習できる環境の整備に努めること。
・研修機会の更なる充実と啓発を行い、参画させる仕組みを検討すること。

※　経営方針からの振り返り、貢献度評価の上位の事務事業を記載
(1)平成28年度の経営方針からの振り返りは、以下のとおり。
①『「合志市人権教育・啓発基本計画」に基づき、効果的な人権教育・啓発を推進する。』については、行政、学校、企業、民間団体、家
庭や地域などに対して、各種大会・研修会をはじめ、様々な場や機会を通して人権教育・啓発の取り組みを推進した。
②『「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」に基づき、国・県及び関係各課と連携を図り、教育・啓発を推進する。』については、
ハンセン病問題啓発講演会や啓発パネルの展示、市広報による啓発、啓発資料の配付等と併せて、市で制作した「ハンセン病問題に
関する教育啓発ＤＶＤ」を有効に利用した結果、啓発の推進につながった。
③『「男女共同参画推進計画」に基づき教育・啓発を推進する。』については、平成23年度策定した平成24年度から28年度までの５年間
が期間となっている第２次「合志市男女共同参画推進行動計画」に基づき、現状改善や意識の高揚・浸透を図るため市民への啓発を
進めた。また、合志市男女共同参画推進懇話会会議において啓発講座や啓発パンフレットの内容を検討し、より市民の立場にたった
啓発活動に取り組くんだ。
④『インターネットによるいじめや人権侵害に関する教育・啓発と併せて、情報モラル教育を推進する。』については、会議等を通して各
学校へ周知し、いじめ等が起こらないよう注意・喚起を行うとともに、市民への啓発としては広報・リーフレットを配布し周知した。

（２） 事務事業貢献度評価の結果では、平成28年度施策の成果を向上させるために貢献した事務事業には、合生文化会館主催講座
等実施事業、人権ふれあいセンター主催講座等実施事業、人権フェスティバル開催事業、ハンセン病啓発事業があげられた。

施策マネジメントシート（28年度目標達成度評価） 人権が尊重される社会づくりシート３



【２】施策の課題

５　施策の28年度結果に対する審査結果
①　政策推進本部での指摘事項（施策目標達成度評価結果報告を受けて・・・平成29年7月24日）

②　総合政策審議会での指摘事項(平成29年8月9日、16日、24日まとめ）

③　議会の行政評価における指摘事項(平成29年9月22日）

６　次年度に向けた取り組み方針
●　政策推進本部　平成30年度合志市経営方針(平成29年9月27日）

・部落差別解消推進法、ヘイトスピーチ解消法、障害者差別解消法に基づく取り組みの推進。
・行政の責務として人権教育・啓発を行なっていくことが必要。
・ハンセン病問題については、国・県・市で連携を図り、人権教育・啓発を行なっていくことが必要。

・引き続き、家庭教育、地域教育の更なる充実を図るため、年少期から学習できる環境の整備に努めること
・引き続き、研修機会の更なる充実と啓発を行い、参画させる仕組みを検討すること

・インターネット等による差別や中傷をなくすため、スマートホンやSNS・アプリの上手な利用方法を丁寧に指導する
こと
・パワハラ、セクハラ、DVなどの啓発講演会を開催していくこと

１．人権尊重についての理解を深めるため「合志市人権教育・啓発基本計画」に基づき、あらゆる機会を通した効
果的な人権教育・啓発を推進する。
２．「部落差別解消推進法」「ヘイトスピーチ解消法」「障害者差別解消法」「ハンセン病問題解決促進法」に基づ
き、国・県・各種団体と連携を図り、人権教育・啓発を推進する。
３．市民意識調査や行事ごとのアンケート等により、市民の声を反映した啓発・教育イベントの実施、広報等による
啓発教育資料配布等を行い、市民参画の啓発・教育を推進する。
４．人権教育推進協議会の各部会活動を充実させ、幼年期から高齢者まで一貫した人権教育・啓発に努める。
５．「第３次男女共同参画推進計画」に基づき男女の差別のない社会づくりに向けた啓発を推進する。

人権が尊重される社会づくり施策マネジメントシート（28年度目標達成度評価） シート４

・講演会、研修会、学習会等を通した市民一人ひとりの人権意識の向上を図ります。
・関係団体との連携促進と、人権教育・啓発の推進を図ります。
・市人権教育・啓発基本計画に基づいた一つひとつの課題を、今後も啓発等を通して認識を深めていきます。
・菊池恵楓園の将来構想に基づく市民への学習機会の提供を図ります。


